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学位論文要旨 
 

 

１．研究目的 
牛乳・乳製品市場は、1970 年代中期以降長期的な供給過剰基調が継続し、生産調整と消費拡

大、質的転換および各種飲料業界との競争力強化が課題となっている。特に酪農経営の経営条

件は厳しく様々な経営対策が求められ、ミルクプラント事業も一つの対応策となっている。本

研究では第１に、ミルクプラントおよび農民的ミルクプラントの全国的存立構造を明らかにす

る。第２に、これからのミルクプラントの経営戦略として農民的ミルクプラントの重要性を経

営経済学の視点から実証的分析により解明することを目的とする。 
２．研究方法 
 本研究の課題を解明するため、第１に、これまでのミルクプラントに関する研究成果の検証・

統計的分析、第２に、定量分析（アンケート調査）によるミルクプラント、特に農民的ミルク

プラントの全国的存立実態の把握・分析、第３に、農民的ミルクプラントの定性分析（実証的

分析）による経営戦略の解明、以上の３つの研究方法により、上述の課題の解明をおこなった。 
３．研究結果 
 本研究の結果、得られた新知見は下記の通りである。 
 まず第１に、統計およびアンケート調査より、ミルクプラントでは、飲用牛乳、乳飲料、は

っ酵乳、バター、チーズ、アイスクリーム（ジェラートを含む）を取り扱っている。また農民

的ミルクプラントの存立構造は、本研究で調査した北海道のミルクプラントはすべてが存続し

ているのに対し、本州でのプラントでは停止・廃業が多いことが明らかとなった。 
 第２に、詳細な実態調査から今後の農民的ミルクプラント経営の経営戦略として、生乳自家

生産型の農民的ミルクプラント（酪農経営の支援向上型）と生乳購入型の農民的ミルクプラン

ト（地域食品産業の発展向上型）の２つの経営戦略タイプがあることが解明された。 
 特に、酪農経営の支援向上型経営戦略タイプとして事例分析を行った滋賀県の有限会社、池

田牧場は生乳生産、市営キャンプ地「愛郷の森」での「ジェラートショップ・香想」の店舗経

営、農家レストラン「田舎の親戚・香想庵」の経営およびキャンプ場の管理運営と４つの事業

部門がある多角的経営型ミルクプラントである。 
 池田牧場の発展段階をみると、1956 年に 2 頭の乳牛飼養に始まり、第１期の発展期は 1970
年代の乳牛の頭数規模拡大期である。第 2 期は、1980 年代の牛乳生産過剰期を経験し 1997 年

のイタリアンジェラートの加工・販売店舗の開店期である。第 3 期は、2003 年のショップ・香

想、レストラン香想庵の開店以降である。この過程で、事業部門を多角化し各部門での資金管

理、商品開発、販売管理、人事管理、収益管理などの多角化戦略に伴う経営管理とマーケティ

ング能力が要求され、この経営的、時代的要求に経営対応できて初めて現在の池田牧場と農民

的ミルクプラントの存立が確保されている。 
 具体的には、①家族労働力中心での労働対応による労働力の合理的活用と労働費の弾力的運

用、②自己資金と低金利・無担保による民間資金調達、③自家生産の生乳利用と地元産出の果

実等利用による多品目イタリアンジェラートの周年加工、④農家レストランや通信販売等によ
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る多チャンネル型流通ルートの展開、⑤キャンプ場の管理など不動産管理を含む多角経営によ

る経営安定システムの構築。等々の安全・安心な商品作りと地産池消をベースに、地域におけ

る消費者の信頼を得て、まさに第 1 次産業から第 2 次産業、第 3 次産業分野まで事業部門を拡

大しているのである。その基本的な存立要因は、牛乳過剰時代に適応した自家生乳の多角的事

業展開による高付加価値事業の実現と経営管理能力の堅実性と先見的事業展開力にある。特に、

農家レストランの事業活動を通じて 2012 年農水省の「食のアメニティコンテスト」で高く評価

され、農林水産大臣賞の栄に輝いている。 
 また、地域食品産業の発展向上型として事例分析を行った福岡県の有限会社、糸島みるくぷ

らんとは、酪農民・酪農協同出費型の牛乳・乳製品販売会社である。地域での乳牛頭数規模の

拡大に伴う生乳の供給過剰を契機に、消費拡大が求められ生産者の自主的牛乳処理加工と消費

者との直接取引によって問題の解決に取り組んだ。 
 経営の特徴は、①本物牛乳の商品コンセプトとブランド名『伊都物語』の確立、②one day
での集乳・加工・販売体制の実施、③農家の自主価格設定による高価格、④酪農家による予約

注文取り、新聞の折り込みチラシ配布と試飲会開催、大手スーパーでの子供達への搾乳体験の

実施等の販促活動、⑤牛乳容器材料の選定と資金調達、⑥加工委託先ミルクプラントでの食中

毒事故発生とその対応、⑦酪農協によるミルクプラントの建設とプラントのリース契約方式で

のヨーグルト加工事業の実施、⑧病院、タクシー会社等における牛乳の自動販売機による販売、

⑨県域を越えた量販店、農産物直売所、道の駅等との糸島地域産のカンキツやイチゴジャムを

組み合わせたギフトセット商品の販売強化、⑩ネット販売、楽天市場への出店の実施、⑪香港

へのヨーグルトの輸出の実施とアジア消費市場への販路開拓の実施、⑫地域においては生乳せ

っけん、焼酎等の委託加工など「農工商連携」事業を積極的に推進し事業拡大と市場拡大を図

っている。 
 1991 年 4 月の牛肉輸入自由化の影響で、酪農経営の副産物である肥育に向けられる乳用雄子

牛の価格が急落し、酪農経営に大きな打撃を与えた。さらに 1995 年のウルグアイ・ランドの合

意によりバターの輸入自由化、プロセスチーズの輸入自由化が進み、現在は TPP 交渉の中で牛

乳・乳製品の今後の取扱いが論議されている。今後、ますます厳しい環境が予想される酪農経

営において、農民的ミルクプラントは消費者と酪農家が食や農業について共に語らい、生産者

の想いや理念の達成を目指して取り組むことができる経営と言える。しかし、農民的ミルクプ

ラントの経営戦略として、本論文により明らかとなった生乳自家生産型の農民的ミルクプラン

ト（酪農経営の支援向上型）や生乳購入型の農民的ミルクプラント（地域食品産業の発展向上

型）の 2 つの経営戦略を導入したからと言って簡単に成功するものではない。 
 この経営戦略を成功させるためには、第 1 に自分で生産したものを自ら直接消費者へ届ける

ことが大切なことで、売れるための工夫をしていく努力を続けなければならない。第 2 にどれ

だけ新たな事業展開をしても、自分たちが酪農家であるという基本を忘れてはならない。第 3
に良いモノをつくるだけではなく、直接モノの良さを消費者に伝えてリピーターになってもら

う必要がある。第 4 に新たな新規事業の展開や新商品開発を続けなければ発展はない等々、農

民的ミルクプラント経営体自体の意識改革も重要である。 
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論文審査の要旨および結果 

 

 

 【本論文の目的と方法】 

 牛乳・乳製品市場は、1970 年代中期以降長期的な供給過剰基調が継続し、生産調整と消

費拡大、質的転換および各種飲料業界との競争力強化が課題となっている。特に酪農経営

の経営条件は厳しく様々な経営対応が求められ、ミルクプラント事業も一つの対応策とな

っている。本研究では、第１に、ミルクプラントおよび農民的ミルクプラントの全国的存

立構造を明らかにする。第２に、これからのミルクプラントの経営戦略として農民的ミル

クプラントの重要性を経営経済学の視点から実証的分析により解明することを目的とする。 
  上述の課題を解明するための分析方法は、第１に、これまでのミルクプラントに関する

研究成果の検証・統計的分析、第２に、定量分析（アンケート調査）によるミルクプラン

ト、特に農民的ミルクプラントの全国的存立実態の把握・分析、第３に、農民的ミルクプ

ラントの定性分析（実証的分析）による経営戦略の解明、以上の３つの研究方法により、

上述の課題の解明をおこなった。 
【本論文の結果】 
 本研究の分析結果として、まず第１に、統計およびアンケート調査より、ミルクプラン

トでは、飲用牛乳、乳飲料、はっ酵乳、バター、チーズ、アイスクリーム（ジェラードを

含む）を取り扱っている。また農民的ミルクプラントの存立構造は、本研究で調査した北

海道のミルクプランはすべてが存続しているのに対し、本州でのプラントでは停止・廃業

が多いことが明らかとなった。 
 第２に、詳細な実態調査から今後の農民的ミルクプラント経営の経営戦略として、生乳

自家生産型の農民的ミルクプラント（酪農経営の支援向上型）と生乳購入型の農民的ミル

クプラント（地域食品産業の発展向上型）の２つの経営戦略タイプがあることが解明され

た。 
 特に、酪農経営の支援向上型経営戦略タイプとして事例分析を行った滋賀県にある有限

会社、池田牧場は、牛乳生産、ジェラートの加工・販売、農家レストラン「田舎の親戚・

香想庵」の経営、ジェラートの移動式販売所による各種イベント参加、市営キャンプ地「愛

郷の森」での「ジェラートショップ・香想」の店舗経営およびキャブ上の管理運営と６つ

の事業部門がある多角的経営型ミルクプラントである。池田牧場の発展段階をみると、1956
年に２頭の乳牛飼養に始まり、第一期の発展期は 1970 年代の乳牛の頭数規模拡大期である。

第 2 期は、1980 年代の牛乳生産過剰期を経験し 1997 年のイタリアンジェラートの加工・

販売店舗の開店期である。第 3 期は、2003 年の農家レストランの開店以降である。この過

程で、事業部門を多角化し各部門での、資金管理、商品開発、販売管理、人事管理、収益管理、

などの多角化戦略に伴う経営管理とマーケティング能力が要求され、この経営的、時代的要求

に経営対応できて初めて現在の池田牧場と農民的ミルクプラントの存立が確保されている。具

体的には、①家族労働力中心での労働対応による労働力の合理的活用と労働費の弾力的運用、

②自己資金と低金利・無担保による公的資金調達、③自家生産の牛乳利用と地元産出の各種青
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果物利用による多品目イタリアンジェラートの周年加工、④農家レストランや移動販売方式に

よる多チャンネル型流通ルートの展開、⑤キャンプ場の管理など不動産管理を含む多角経営に

よる経営安定システムの構築。等々安心、安全商品作りと地産地消をベースに、地域における

消費者の信頼を得て、まさに第 1 次産業から第 2 次産業、第 3 次産業分野まで事業部門を拡大

しているのである。その基本的な存立要因は、牛乳過剰時代に適応した自家牛乳の多角的事業

展開による高付加価値事業の実現と経営管理能力の堅実性と先見的事業展開力にある。これら

の事業活動を 2012 年農水省の「食のアメニティコンテスト」で高く評価され農林水産大臣賞の

栄に輝いている。 
また、地域食品産業の発展向上型として事例分析を行った福岡県糸島市の有限会社、糸島みる

くぷらんとでは、農民・酪農協共同出資型の牛乳・乳製品販売会社である。地域での乳牛頭数

規模の拡大に伴う牛乳の供給過剰を契機に、消費拡大が求められ生産者の自主的牛乳処理加工

と消費者との直接取引によって問題の解決に取り組んだ。経営の特徴は、①本物牛乳の商品コ

ンセプト、②one day での集乳・加工・販売体制の実施、③農家の自主価格設定による高価格の

実現、④農家による予約注文取り、新聞の折り込みチラシ配布と試飲会開催、大手スーパーで

の子供達への搾乳体験の実施等の販売促進活動、⑤牛乳容器材料の選定と資金調達、⑥加工委

託先ミルクプラントでの食中毒事故発生とその対応、⑦酪農協によるミルクプラントの建設と

ミルクプラントのリース契約方式でのヨーグルト加工事業の実施、⑧病院、タクシー会社等に

おける牛乳の自動販売機による販売、⑨県域を越えた量販店、農産物直売所、道の駅等との糸

島地域産出のカンキツやイチゴジャムを組み合わせたギフトセット商品の販売強化、⑩ネット

販売、楽天市場への出店の実施、⑪台湾へのヨーグルトの輸出の実施とアジア消費市場への販

路開拓の実施など地域において「農工商連携」事業を積極的に推進し事業拡大と市場拡大を図

っている。 
 1991（平成３）年４月の牛肉輸入自由化の影響で、酪農経営の副産物である肥育に向けられ

る乳用雄子牛の価格が急落し、酪農経営に大きな打撃を与えた。さらに 1995（平成７）年のウ

ルグアイ・ラウンドの合意によりバターの輸入自由化、プロセスチーズの輸入自由化が進み、

現在はＴＰＰ交渉の中で牛乳・乳製品の今後の取扱いが論議されている。今後、ますます厳し

い環境が予想される酪農経営において、農民的ミルクプラントは消費者と酪農家が食や農業に

ついて共に語らい、生産者の想いや理念の達成を目指して取り組むことができる経営と言える。

しかし、農民的ミルクプラントの経営戦略として、本論文により明らかとなった生乳自家生産

型の農民的ミルクプラント（酪農経営の支援向上型）や生乳購入型の農民的ミルクプラント（地

域食品産業の発展向上型）の２つの経営戦略を導入したからと言って簡単に成功するものでは

ない。この経営戦略を成功させるためには、第１に自分で生産したものを自ら直接消費者へ届

けることが大切なことで、売れるための工夫をしていく努力を続けなければならない。第２に

どれだけ新たな事業展開しても、自分たちが酪農家であるという基本を忘れてはならない。第

３に良いモノをつくるだけではなく、直接モノの良さを消費者に伝えてリピーターになっても

らう必要がある。第４に新たな新規事業の展開や新商品開発を続けなければ発展はない等々、

経営自体の意識改革と事業革新が極めて重要である。 
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【研究の評価と結果】 
 本研究は、酪農経営の経営対応として取り組まれてきたミルクプラント事業の全国的存立

構造を明らかにし、これからのミルクプラントの経営戦略として農民主体による農民的ミルク

プラント（酪農経営の支援向上型、地域食品産業の発展向上型）の重要性を経営経済学的視点

から解明したものである。本研究成果は、TPP 参加交渉が進められ、今後ますます厳しい競争

環境が予想される酪農経営のミルクプラント事業の目指す方向を示したものであり、わが国の

酪農経営の発展に大きく寄与するものであるとともに、「6 次産業化」論や垂直的統合論や水平

的統合論研究にも貢献するものである。よって、申請者は、博士（農学）の学位が授与される

に十分な資格を有すると審査員一同は認めた。 
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